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1. はじめに
本稿の目的は，フランスが移民教育政策のひ
とつとして1973年から行っている f出身言語・
文化教育 (Enseignementdes langues et cultures 
d'origine;以下ELCOと略)J政策の変容を，密
民教育省による通達の分析を通して明らかにす
ることである。
f移動する人びとの子どもの教育をいかに保障
するかjという課題を各国が抱える中で，歴史
的な移民大国であるフランスは国籍にかかわら
ず全ての子どもに関して「教育は義務であるJ
としている(1)。したがって教育へのアクセスは，
移民の子ども (2)もフランス人の子どもと向様に
保障されている。しかしながら，移民の子ども
はフランス語力の欠如や学校-社会への不適応，
社会的低階層という家庭状況等によって，不利
益を被ることが少なくない。したがって，彼ら
に対する教育的配慮が必要となる。
このような移民の子どもに関する課題に対応
してきた政策には，フランス語を集中的に教え
る入門学級(3)(1970年~)，移民の子どもに彼ら
の出身国の言語や文化を教える ELCO(1973年
~入社会的低踏層の子どもが集中する地域に対
して予算の上乗せを行う教育優先地域政策ω
(1 981年~)などがある。
これらの政策のうち，本稿ではELCO政策を
取り上げる。 ELCOとは，主に移民の子どもを
対象とした出身国の言語や文化の教育である o
ELCO政策はフランスと 9カ国の移民送り出し
国との二国間協定を基盤として行われており，
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送り出し関が採用，派遣，給与負担する ELCO
教員が教育を行っている。
ELCO政策は1973年から現在まで継続して行
われているが，当然のことながら本政策を取り
巻く社会状況は当初とは大きく異なっている。
移民のフランスへの定住化が進行したことで，
移民出自であってもフランス諸に不自由しない
子どもが増加し，また， ELCO政策の対象であ
る従来の移民送り出し国以外の国からの移民も
増えてきている。このような変化を背景として，
現に ELCO政策の重要性が当初に比べて低下
しベ現在におけるその位置づけは周辺化して
いる側面があるωとの指摘が見られる。政策の
対象となる移民の内実の変化は当の政策に大き
く影響すると考えられるが， ELCO政策は約40
年間でどのように変容してきたのか。
先行研究においては，フランス教育政策史に
おける異文化関教育の萌芽としてELCOを位置
づける研究(7)や，フランス語教育という「同化
主義的j施策との両輪をなす f異文化尊重を課
題とした施策Jとして ELCOを位置づける研
究(8)がある。他にも 各面ごとのELCOの受講
状況の遠い (9)や，その多様な実態(10)，ELCOの
今日における役割について検討した諸研究(11)が
ある。それらの研究の中でも ELCO政策の変容
について大まかに，あるいは部分的に論じられ
てはいるものの，その通時的な検討は十分では
ないといえる。
以上のことから本稿では 毘民教育省による
1973年の最初の通達から，現時点で最新のもの
である2009年の通達の分析を通して， ELCO政
策の変容を明らかにする。
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2置移民教膏政策における方針の転換
(1)移民の定住化と出身国の拡大
二度の大戦によって多大な人員損失を経験し
たフランスでは，経済状況の好転という背景も
相候って労働力の確保が喫緊の課題となった 0
19世紀から移民は受け入れられていたものの，
その出身liは南欧を中心とした近隣諸国であり，
彼らは外見や宗教上の向質性から，フランスへ
の同化に問題のない人々と見なされていた(1ヘ
しかし戦後，特に1960年代になると!日植民地を
中心とした北アフリカの由々が移民送り出し国
の中心となり，言語的・文化的に「異質性jを
持つ「ヴィジブル・マイノリティ j とされる
人々の社会への統合が次第に問題視されること
となる(13)。
また，北アフリカからの移民が激増する1960
年 ~1970年代は，移民は一時滞在者であり，出
身毘への帰国が前提での入国であると見なされ
ていたMO しかし，高度経済成長期を示す「栄
光の三十年J(1945年 ~1974年)を終えると，
景気の後退を背景として新規の移民受け入れが
停止 (1974年)されたことで，移民は定住化傾
向を示すようになる(1九奨励金の支給による帰
盟奨励策も採られたものの (1976年)，政府が
望むような成果は得られずω，結果的に国内の
移民数は増加することとなる。そしてフランス
はそれ以降，移民の流入抑制と正規滞在する移
民の統合を二本柱とした移民政策を布いてきた
のである(1九その後， 1990年代に入るとサハラ
以南アフリカから そして現在ではアジア諸国
や欧州統合の推進にともなった東欧諸由からの
移民の増加が顕著となっている側。
(2)移民教育政策の方針転換
1970年代から行われてきた移民教育政策全体
においては， 1980年代半ば以降になると，その
方針に変化が見られることとなる(問。
1970年代に開始された政策(入門学級と
ELCO)は，移民の子どもをその対象として策
定された。一方， 1980年代には， I恵、まれないJ
社会的・経済的環境 すなわち社会的低階層の
どもを対象とした政策(教育優先地域政策)
が策定されることとなる。つまり，それまでの
政策はフランス人の子どもと区別して移民の子
どもを対象としていたのに対ーして，社会的低階
層の子どもを対象とすることで両者の垣根を取
り払い，彼らを「子ども一般J(20)として一括り
に扱うことが可能となったのである。
このように「子ども一般jに包摂したかたち
で移民の子どもに対応するとして，移民教育政
策全体においてその方針が転換されたのである。
3. ELCO政策の変容
(1)基本枠組み
ELCOは， 1925年12月21日， 1927年12月13
日， 1929年3月28B付通達を体系化した1939年
7月12日付通達「公立・私立小学校における外
国人教員と外国語教育jが規定した，移民(労
働者)の子どもに対する外国語教育をその土台
としている。この教育は授業時間外で校長の権
限下に置かれる外国人教員が授業を行い，その
際学校を施設として使用することとなっていたO
その内容は文法および外国人教員の出身国の
歴史と地理であり，この教育への参加には親の
承諾書が必要であった。しかし，この教育が
「現実にどれほどの効力をもっていたかは疑わし
いjωとされている。
この教育から30年以上を経て策定されたの
が， ELCO政策である。その基盤となる二国間
協定の締結数は，ポルトガル (1973年)を皮切
りに，その後8年の問で，イタリア・チュニジ
ア(1974年)，モロッコ・スペイン(1975年)， 
!日ユーゴスラピア (1977年)， トルコ (1978年)， 
アルジエリア(1981年)の計8カ国を数えてい
る(却。初等教育段階，前期中等教育段階及び一
部の後期中等教育段階を対象とする本政策では，
移民送り出し国が採用，派遣，給与負担する
ELCO教員によって授業が行われている。その
対象となるのは，その国の国籍を持っている，
もしくは持っていた親の子どもであり，その受
講は義務ではなく希望選択制となっている。導
入当初は授業時間内での実施が推進されたもの
の，現在では授業時間外で行われることが多く
なっている(問。 ELCOについては視学官 (24)が監
督を行い， ELCOを実施する学校の学校長はそ
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の学校内での実施に対して責任を負うこととな
っている。
2010-11年度現在の受講者は， 86，321人(初等
教育段踏80，006人，中等教育段階で、6，306人)で
ある(却。受講者が多い留はモロッコ， トルコ，
アルジエリアと続き，この 3カ国で受講者数全
体の7割以上を占めている。 ELCOの開講数は，
5，308クラス (20∞08一す9年度)入， ELCO教員数は
1，0ω21人(包20∞Oω5一6年度) となつている {ω2鉛矧6ω)
(2幻)分析対象
基本的には以上のような枠組みで行われてい
るELCO政策であるが その変容を明らかにす
るにあたって本稿で分析の対象とするのは，国
民教育省による以下の 9つの通達と，国民教育
大臣(当時)による 1つの「声明J(27)である(以
下， ( )内で示すように略記する)。
①1973年2月2日付 no73-1008通達
「初等教育におけるポルトガル人児童-生徒の
学校教育のためのポルトガル教育J(1973年通
達)
②1975年4月9日付no75-148通達
f小学校の三区分枠における移民児童のための
母毘語教育J(1975年通達)
①1976年3月30日付 no76-128通達
「小学校の外国人児童への母語授業の開設のた
めの授業時間外での学校施設の利用J(1976年
通達)
④1978年7月25日付no78-238通達
「移民の子どもの学校教育J(1978年通達)
⑤1979年5月16日付 no79-158通達
IELCOに関する委員会の設置J(1979年通達)
⑤1982年4月8日付ω82-164通達
[フランスの小学校に通うアルジ、エリア人の子
どもへのアラビア語・アラピア文化教育J(1982 
年通達)
⑦1983年4月13日付no83-165業務通達{お}
「移民の子どもの就学，新年度開始の準備J
(1983年通達)
③2002年4月25日付 no2002-100通達
技庁たに来仏しフランス語もしくは学習に十分
に習熟していない子どもの学校教育の編成J
(2002年通達)
①2009年9月8B付 no2009-0391業務通達
「出身言語・文化教育 (ELCO)J (2009年通達)
⑬「移民の子どもの学校教育および言語教育に関
するj君民教育大臣ジャック・ラングの声明J(29) 
(2001年声明)
①~①の通達は， A. ELCO全体について通知
するもの((?:沼X広②)， B.協定締結による ELCO
の開始を各国別に通知するもの([ゆ)， C.移民
の子どもの教育全体を対象とした通達の中の一
部でELCOについて言及するもの(@ゆ③)に
大別できる。
以下では，通達によって 2つの活動期に分け
てELCO政策の変容を明らかにする。具体的に
は， 1973年通達から1983年通達の第 I期と，
2001年声明から2009年通達の第E期である。な
お，その間の約20年間は， ELCO政策に関する
主立った動きは見られない。
(3)第I期 I導入~異文化尊重J期(1973年
~1983年)
①「母語の習熟Jによる 2つの自的 (1973年通
達)
ELCO政策における最初の通達は， 1973年に
ポルトガルのELCOを対象に出されたものであ
る。その中では，フランス語圏ではない地域か
らの移民の子どもがヲ!き起こす困難として，以
下の 3点を挙げている。
0児童・生徒にとっての言語的・文化的困難
。教員にとっての教育的秩序の困難
0言語に起因する親と教員の間のコミュニケ
ーションにおける困難ー
このような函難を抱える移民の子どもへの対
応として，フランスは既に1970年から「入門学
級Jとして設置した特別学級においてフランス
語の教育を集中的に行っていたが，それだけで
は十分でなく，ある問題が残存しているとする。
それは，
母語および出身国の文化の理解であり，母
語の習熟が欠如している場合，ニューカマ
ーの人々におけるフランス語の学習に関す
る鴎難を招く結果となる。他方，より長期
的には，母語の消滅は子どもと親とのかか
わりを複雑にする
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という問題である。ここから読み取れるのは，
フランス政府による移民の子どもの母諾に対す
る見方は 2つあるということである。それは，
①フランスの社会や学校への統合に不可欠であ
るフランス誌の習得への前段階としての母語，
②親とのコミュニケーションの手段としての母
語，である。母語の習熟を，フランス諾取得の
ため，そして親や親族・出身毘との関わりのた
めに重視しているのである。
先述したように， 1920年代から30年代にかけ
て出した通達によって移民の子どもに対して外
患語教育を行うことを認めていたものの，それ
は授業時間外においてであった。しかし本通達
ではこの授業時間外の実施によって，移民の子
どもが「疲労Jを抱えやすくなること，また通
常の教育と授業時間外での外国語教育という 2
つの教育の間で「不均衡/ゆがみjが生まれる
可能性があることを懸念している。このことか
ら， ELCOを基本的には授業時間内で実施する
こととしたのである。具体的には週3時間の割
合で， iめざまし活動j側の枠内で行うこととし
た。
ELCOにおいて何より考慮すべきなのは，授
業時の児童・生徒の数および不均衡である児
童・生徒の学業水準であるとしている。前者は
25人を最大とし，後者は，できるだけ同じ水準
の児童・生徒でグループ分けし，可能な眼り全
ての程度でELCOの授業を行うべきであるとし
ている。
この学業水準の不均衡に大きく影響する子ど
もたちの来仏時期に関して，新しくフランスに
来た子どもとそうでない子どもという 2つの対
象に対する ELCOのそれぞ、れの意義を以下のよ
うに示している。
新たに来た人々に対して，この教育は生徒
の混乱を和らげ，新しい環境への適合を促
進することを自指すだろう。より以前から
フランスにいる人々に対して，この教育は，
さらなる安心とともに二言語併用に取り組
み，彼らの家魔環境との連携の促進を可能
にしなければならない。
つまり，学業水準の不均衡を考慮することが重
要であると向時に，どの水準であっても ELCO
に上記のような意義を見出すことができるとい
うことである。
②実施環境の整備(1975年・1976年.1979年通達)
その後フランスは 協定締結によって各国の
ELCOを段階的に開始する (31)が，これと並行し
て進めたのがELCOの実施のための環境整備で
ある。
. i三区分教授法jの枠内における実施(1975
年通達)
まず， 1975年通達においては， i三区分教授
法J(山の枠内へと ELCOを位置づけている。
1973年通達で fめざまし活動Jの枠における
ELCOの授業の実施を規定したものの，その普
及が進まなかったため， 1975年通達において再
度規定することで先述した授業時間外でELCO
を行うことによって生じる「支障jを取り除く
ことを試みたのである。
この授業時間外での受講によって子どもの負
担が増加することと並んで「支障Jとして懸念
するのは， iフランスと外国の2つの教育の間の
連携の欠如Jである。このことから，授業時間
外での ELCOの実施においては， ELCOや
ELCO教員が，通常の教育やフランス人教員と
の接点を確保することに鴎難が生じると認識し
ていることがうかがえる。本通達が「フランス
人及び外国人教員の教授法の調和jや「自然j
な連携を求めていることからも， ELCOプログ
ラムと通常の教育との連携への期待が看取され
る0
・授業時間外での実施の必要性(1976年通達)
このようにしてELCOを受講する移民の子ど
もの負担の軽減が図られ，より受講しやすい環
境づくりが自指されたが，授業時間内での実施
を求める一方で，授業時間外での実施も可能と
していた。それは，ひとつの学校のみでELCO
を実施するのに十分な数の児童・生徒を集めら
れない場合を考慮してのことである。ひとつの
学校での受講希望者が十分でない場合，近隣の
学校の希望者をーか所に集めてELCOの授業を
行うこともあり，その場合は授業時間外での実
施を妥当とした。このような授業時間外での
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ELCOの実施については 1976年通達が規定し
ている。本通達では，授業時間外での実施であ
っても学校を施設として利用することを認め，
このことによって希望する全ての子どもに対し
てELCOを実施することを自指したのである 0
・ELCOに関する委員会の設置 (1979年通達)
先の1976年通達が規定する授業時間外での
ELCOの実施をさらに整備するかたちで出され
たのが， 1979年通達である。
本通達が規定する委員会の設置は， ELCOを
共同実施するなどその合理化を白的としたもの
であり，これは「外国人の諸偶人に対する最上
の (ELCOの〕活用を用意するJ( J内は引
用者による，以下同様)ためのひとつの試みで
あった。求められたのは受講を希望する子ども
に対して，極力希望通りにELCOを実施するこ
とである。
この合理化を必要とするのは， 1976年通達と
同様， ELCOの受講希望者が各学校という単位
では少数であり，地理的には近距離にありなが
らもいくつかの学校に分散している状態が散見
されたためであるとしている。このようなj犬況
の打開を目指して設置を試みたのが本委員会で
ある。
委員会の構成員は，大学医視学官，学校長も
しくは教員などの ELCOに関する協働者であ
り，必要であれば県視学宮もその対象とするこ
とができる。また場合によっては協定締結国の
領事もしくはその代理人を委員として含めるこ
とができるとしている。 ELCOの二国間協定と
いう形態上，フランス側のみで完結させず協定
締結盟側の意見を取り入れるのは当然であろう。
さらに委員のメンバーで、ある大学区視学官には，
例えば「移民の子どもの学校教育のための養
成・情報センター (CEFISEM)Jのスタッフや
その代表者などを委員として加えることを認め
ているO つまり， I移民という分野に十分な能力
をもjっている人材を必要とし，その専門的な
知識や見解を ELCOの合理的な実施のために動
員しようとしているのである。このように
ELCOに直接的・間接的に関係するさまざまな
アクターを委員の対象としている。また本通達
では，統計データや共同研究グループの結成な
ど， ELCOの状況把握への努力も喚起しており，
それも全て， ELCOの「最上の定着Jを呂指し
てのことなのである。
③「異文化jの尊重とフランス人の子どもへの
「出身言語・文化の活用J(1978年・1982年通達)
これまでに整理した協定締結による各回別の
ELCOの開始や実施環境の整備とは異なるもの
として， 1978年通達(紛と1982年通達制がある。
この2つの通達は，主に「言語jについて言及
していたそれまでの通達とは異なり， ELCO， 
すなわち「出身言語・文化教育jのもう一つの
教育の内容である「文fヒjの側面を強調した内
容となっている。
まず， 1978年通達が規定するのは， I移民の
子ととも留有の文化jの有効性と，それを「異文
化問活動Jとしてフランス人の子どもをも視野
に入れて f活用jすることである。
前者について1978年通達が示すのは，
経験によると外国人児童・生徒がその言語
や文化を保持することはフランスの学校へ
の適応において積極的な要因となることが
わかっている。したがって，学校教育の全
ての段階で，彼らの文化を重視することに
努めることになるだろう
という認識である。移民の子どもに国有の文化
があることを認めた上で 彼らがそれを保持す
ることがフランスの学校への適応に有効である
ことから，それを尊重すべきであるとしている。
後者については， ELCO教員が授業を行う学
校において， I異文化問活動jを行うことを可能
とした。この「異文化問活動jについて，
外国の言語，文化，民族に対して配慮する
ことは，通常十分には知覚されない知的豊
かさであるが，ほかの世界へと関かれた導
きをもまた享受することができ，フランス
人児童・生徒を豊かにする手段となるので
ある
とし， ELCOをフランス人の子どもへと「活用J
することとなった。つまり，それまで移民の子
どものみを対象としていたELCOが，フランス
人の子どもにとっても意義があるとの認識を示
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したのでで、ある(附3お紛5日)
また，アルジエリアのELCOについて規定す
る1982年通達は， ELCOにおいて扱われる「文
化jに関する意義を以下のように示している。
フランスに居住するアルジエリア人の子
どもが自国の文化に関する認識を保持する
ことは，彼らの人格の開花の，また彼らの
生活環境への適応において本質的な要因を
なす
つまり， 1978年通達と向様， 1文化Jをより強
調するだけではなく，さらにその「人格の開花J
や「生活環境への適応jにおける有効性を示し
ているのである。
④フランス側の監督・規制の強化 (1983年通達)
しかしながら， 1文化Jに着目してさまざまに
規定した通達の後に出された1983年通達は，そ
れまでとは異なる姿勢を示しているといえる。
本通達は，まず「出身言語・文化教育の編成
に関する国難への解決策jとして以下のことを
規定している。
フランス教育システムはしたがって，これ
(=本通達〕以降，外国人の子どもに向け
て行われる出身言語・文化教育の実施にお
ける直接の責任を果たす。(中略)視学官
は，視学官全体の協力によって， (ELCO 
の〕編成，教員の配置，教育の管理という
分野での責任を同時に果たす。
これまでも視学官による監督を規定してはいた
ものの， 1編成，教員の配置，教育の管理Jとい
うようにその内容を具体化したことで， ELCO 
に対する監督を強化した印象を受ける。また，
d)フランス人教員向けに用意された養成機
関〔による研修〕に外国人教員の参加を当
然のこととみなすこと。
e)フランス教育システムの原則に沿う規定
によって，教育(内容や方法)を管理する
こと。
というように， ELCO教員の研修への参加を規
定し，教育内容・方法についても一定の制限を
設けている。 以上の点からは， ELCOをよりフ
ランス教育システムへと位置づけようとする姿
勢が看取される。
そしてこれ以降， ELCOに関する通達は激減
することとなり，特に1980年代末以降はELCO
政策に関する主要な通達は確認することができ
ない。この時期は 政策上の休眠期であったと
も考えられる (3ヘELCO政策が再度活性化する
のは2000年代に入ってからであるが，それ以降
のELCOは第I期とは性質を異にしているとい
える。
(4)第E期-1外国語教育への統合j期 (2001
年 ~2009年)
2000年代以降の ELCOは 「外国語教育への
統合」期として特徴づけることができる。その
発端となったのは， 2001年のジャック・ラング
(Jack Lang)国民教育大臣(当時)が2001年声
明において示した， ELCOの「改革j構想であ
る。
①ELCOの「改革j構想、 (201年声明)
ラングは声明において フランスの学校にお
いて移民の子どもの「最高の統合を可能にするJ
ことを呂的とした ELCOが， 1彼らの，もしく
は彼らの親の生まれた国とのつながりを維持す
るjものであることを確認している。その上で，
f当初関係国の由籍を持つ子どもへ充てられてい
たこの教育は，所々で，そしていくつかの言語
で，他の児童・生徒にも関かれているjという
現状を示し，その[改革jの必要性を以下の2
点の理由とともに説いている。まず，
第二，さらに第三という世代においては，
その祖先は(中略)よりフランス人ではな
しミ
という点である。つまり，世代をさかのぼれば
外国人を祖先として持つ者が増えるため，
出自で〔受講が〕決定される言語講座を勧
められ，そして彼らだけにしか勧められな
いというような識別を続けるべきだろうか
という向いが発せられる。
次に，
我々の学校は偲人のルートと向じだけの家
族の遺産を，および彼らの切り札や結果と
しての利点を引き出すことの実際の可能性
を，全ての児童・生徒に与えるべきである
という点である。つまり，移民の子どものみの
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「出自Jを特別に保障するのではなく，全ての子
どものルーツとしての「家族の遺産Jの重視を
主張するのである。
以上の2点から看取されるのは， i出自Jを理
由として移民の子どものみに特別な教育を行う
ことへの懸念である。これはいずれも， ELCO 
が移民の子どもに対する「特別措置jであるこ
とへの疑問視なのである。
以上の理由によるラングの「改革J構想は，
ELCOの外国語教育への統合として具体化され
ることとなる。そこでは 「フランス孝文育システ
ムにおいて，より確実な位置を与えるjという
意味で， ELCOをいわば「格上げjするという
側面が強調されている (37)幻)η
②外国語教育の一環としてのELCO(包20∞Oω2年通達)
回家レベルの通達で再びELCOプログラムが
言及されるのは， 2002年通達においてである。
2002年にはこの通達と並んで，移民の子どもの
中でも特にニューカマーと旅行者(主にロマ人)
の子どもの学校教育に関する通達が立て続けに
出されるが(38)，それは前年のラングによる2001
年声明を受けてのことであった。
2002年通達においてはフランス諾の習得の重
要性を再度強調するとともに，新たにフランス
に来た子どもにとってのフランス語教育の必要
性を喚起している。そしてその後に，子どもの
第一言語の教育について言及した箇所で，
ELCOについて以下のように示している。
我々は，関係する児童・生徒に，彼らが到
着したときから，彼らの適性や経験に合致
した就学の継続を可能とするために外国語
教育を与えることに留意する。我々はその
児童・生徒に，通常授業の外信語教育 1. 
Eとして，もしくはELCOの枠内で，彼ら
の第一言語の学習の継続を奨励する。
ここでは既に， i外国語教育を与えるjことの具
体的な形態として，一般の教育課程における外
国語教育と並んでELCOが示されている。
③欧州複言語主義を背景とした外国語教育への
統合 (2009年通達)
このように， 2002年通達ではELCOについて
部分的に言及したに過ぎなかったが， 2009年通
達においては， i改革J構想を受けて ELCOを
外留語教育へと統合する方針を明確に示してい
る。本通達においては
複数の相手患との協定によって実施してい
る出身言語・文化教育 (ELCO)を，外国
語教育の運営において必要とされる教育と
して再編成する
ことを規定している。既にイタリアとポルトガ
ルの2つのELCOを外国語教育において提供し
ているとし側，これは， iELCOの義務教育と
いう枠への統合jを意味するとしている。この
ことから，フランスの「学校の時間割や学習指
導要領を尊重しながらJELCOを行うことを求
めており，その意味でELCOは全ての「学校の
児童・生徒に公開されているJとする。これは
すなわち，受講資格に制限が設けられてきた
ELCOが， (一部で)それJ;)、外の子どもにも関
かれたことを意味すると考えられる。
これ以外に，児童・生徒への評価についても
新たに規定している。具体的には， ELCO教員
が児童・生徒のELCOにおける評価を正式に成
績簿に記入し，それを家庭へと伝えることとし
た。これは，外国語教育の学習指導要領を
ELCOでも準拠させようとする方針による。
このことは， 2001年に『ヨーロッパ言語共通
参照枠.](以下， w参照枠.])として示された言語
教育に関する基準 (40)を，フランス国内でも有効
化するという方針が打ち出されたことが影響し
ている。『参照枠jが自的とするのは，欧州連合
(以下， EU)における母語以外に二言語を身に
付けたヨーロッパ人の育成を自指す複言語主義
の普及・促進である。フランスは EUを先導す
る立場でもあることから その国内化は迅速に
行われる必要があった。
以上のように，本通達はイタリアとポルトガ
ルの ELCOの部分的な外国語教育への統合や，
『参照枠』の影響を背景とした ELCO教員によ
る評儲の規程等，外国語教育としての変化を強
調した内容となった。しかしその一方で，
ELCOの基本的な構造については，際立った変
更は見られない。外国語教育への統合を規定し
ながらも，依然としてELCOを
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当該居籍の子ども，もしくは親が国籍を所
有している，もしくはしていた子どもの出
自を目的とした授業
としており， ELCOの基本的な枠組み自体は変
わっていないといえる。このことから，部分的
な外国語教育への統合が図られながらも，本質
的には未だELCOは移民教育政策であると考え
られる。つまり，移民教育から外国語教育への
過渡期にあると考えられるのが，現在の ELCO
なのである川
4.おわりに
以上， ELCO政策を 2つの時期に区分し，そ
れぞれの活動期における変容を明らかにした。
第I期では，移民教育として開始された ELCO
政策においては，協定締結とともに各国の
ELCOを開始するのと向時並行でその実施環境
が整備されることとなった。また， 1970年代後
半以降になると， ELCOが「異文化問活動Jと
して「活用jされることとなる。それは移民の
子どものみではなく フランス人の子どもも対
象としたものとして示されることとなった。し
かし， 1980年代前半には ELCOをよりフランス
教育システムへと位置づけようとする姿勢が看
取されるようになり，その後は ELCOに関する
通達は激減することとなる。また，第 E期の
2000年代に入ると 第 I期の「異文化問活動J
の擦と肉様に ELCOを移民の子どものみではな
く，フランス人の子どもも対象とするという方
針が示されるが，それは外国語教育への統合と
いうかたちをとることとなった。このように，
現在では移民教育というその位霞づけ自体が変
えられようとしているのである。
これは，冒頭に挙げた ELCOに対する否定的
な指摘を跡付ける結果ともいえるかもしれなし )0
確かに，定住イとが進んだことでフランス語を話
すことができる子どもは増え，彼らにとって将
来出身留に帰国する可能性は低まっていると考
えられる。また，新たな国々からの移民によっ
てELCO政策だけでは対応しきれない状況も表
出する今， 9か国のみの移民送り出し国の言語
や文化を教える ELCO政策の意義を当初と比べ
て見出しにくくなっている側面はあるだろう。
しかしながら， ELCO政策の対象国は今でも
フランスにおける移民の出身国の構成において
上位を占めており (ω，ELCOの受講者も10万人
を数えていた一時期に比べると減少してはいる
ものの，近年は毎年増加傾向にある (43)。また，
ELCO教員に対して，出身国の言語や文化の教
育以外に，フランスの学校と移民の子どもの
「仲介者」としての役割を期待し，その存在を重
要視する大学区も見られる (4ヘさらに，フラン
スから世界へと自を転じると， ELCO政策の基
盤となっている二国間協定という形態，すなわ
ち移民受け入れ国と送り出し国の連携による移
民教育政策というのは 「すべての移住労働者及
びその家族の権科保護に関する条約jにおける
出身国との協力による教育に関する規程とも一
致している(<15)。以上の点を踏まえれば， ELCO 
政策の有効性は，導入当初とは状況が異なる現
在においても，必ずしも低まった側面のみであ
るとはいえないのではないだろうか。
本稿では ELCO政策の変容を明らかにした
が，その方法は通達分析のみであり，部分的な
ものとなった。今後は 本稿で明らかにした政
策の変容が，実際に現場レベルでいかに運用さ
れていったのかを明らかにする必要がある。そ
れと同時に，通達分析では明らかにできなかっ
た第 I期と E期の間の時期についても，他の資
料を用いて検討する必要がある。また， ELCO 
政策は二国間協定を基盤としているにもかかわ
らず，本稿はフランス i~IJ からの分析に留まって
おり，移民送り出し国の側からの分析は行えて
いない。特に，移民送り出し国で予算を負担し
てまでフランスでELCOを継続する動機を明ら
かにすることが必要であると考えられる。現地
調査を踏まえた以上の分析は今後の課題とする。
〉王
( 1)r 6歳以上16歳未満のフランス人および外国
人の男女両性の子どもに関して，教育は義務で
ある。J(教育法典第 L.l31-1条)。
(2 )高等統合審議会 (HCI)は，移民は「外国で
外国人として生まれ その資格で持続的に居住
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することを目的としてフランスに入国した者j
と定義している(訳は高山藍世 (2008)iフラン
スの移民対策j国立国会密書館調査及び立法考
査局 f人口減少社会の外国人問題j，236頁を参
照した)。しかし本稿での「移民jは国内で出生
した移民第二世代以下を除外せずに使用し， i移
民の子どもJは，移民である親をもっ子ども，
および移民である子どもの両方を含むこととす
る。
( 3) i入門学級Jは2012年の通達により， iフラン
ス語を習得していないニューカマー児童のため
の教育単位 (Unitepedagogique pour eleves 
allophones arrivants:UPE2A) jへと改変された
(小山晶子 (2013a)iフランスにおける移民系鬼
童に対する教育政策の展開と異文化問教育への
志向に関する考察j，2013年度目本比較教育学会
ランドテーフソレ配布資料)。
(4) i積極的差別 (discriminationpositive) j政策
のひとつとして位置づけられる教育優先地域政
策においては， i移民Jという言葉は公的には用
いられていない。しかし ダニエル・サパが
「移民出自の人々の統合政策の示す諸側面の一
つj を成す「代替戦略Jであるとして，
Gwenaale Calvesによる f公然、の秘密jという
表現を引くように(いずれも傍点ママ)，本政策
は実質的な移民教育政策と見なされている。
Calves， Gwenaele， 2008， La Discrunination po幼問
Presses Universitaires de France. 
ダニエル・サパ (2009)汀積極的差別j政策に
おけるフランス的モデルと移民j，宮島喬編『移
民の社会的統合と排除一向われるフランス的平
等-j東京大学出版会， 171-184頁.
( 5) Petek， Gaye， 2∞4， <<Les Elco， entre reconnais同
sance et marginalisation>>， Cite nationale de 
l'histoire de l'immigration， Hommes & m留rations，
n"1252， Paris， pp. 45-55. 
( 6) Billiez， Jacqueline， 2∞3， <<Contacts de langues 
a l'ecole : disjonctions et tentative de raccorde-
ments 人 dans J. Bi泣出i日li児ez(ωdi仕r.よC01ηzt，加αct.おsde la ηgueω S
〈ちy少'pうologies，modeles， interventions， L'Harmattan， 
Paris， p.303. 
( 7 )前平泰志(1985)iフランスにおける移民労
働者の子どもの学校教育j，小林哲也ほか編 f多
文化教育の比較研究』九州大学出版会， 53-76 
真.
( 8 )池田賢市 (2001)rフランスの移民と学校教
育j明石書官.
( 9) Bouysse ，Viviane， 2004， <<Quel avenir pour les 
enseignements des langues et cultures d'origine?>>， 
dans Direction de l'Enseignement scolaire， 
L'integration des nouveaux arrivants : quele mission 
pour l'EcoZ与え Versaille，pp. 91-99. 
(10)小山品子 (2013b)iフランスの公立小学校に
おける出身言語-文化教育一政策と実態の議離
にみるその特異性について-j，フランス教育学
会『フランス教育学会紀要j第25号， 51-66頁.
(11) Gaye， otcit. 
Bertucci， Marie-Madeleine， 2007，く:<L'enseignement 
des langues et cultures d'origine : incertitudes 
de statut et ambiguite des missions>>， dans 
Armand Colin(dir.)， Le francaise aujourd'hui， 
Distribution electronique Carin.info， Paris， pp. 
28-38. 
島埜内恵、 (20l3)iフランスにおける移民に対す
る f出身言語・文化教育jプログラムj，公教育
計画学会『公教育計画研究j4， 92-107頁.
(12)宮島喬 (2006a)i移民マイノリティと関われ
る 1フランス的統合jJ，神奈川大学 f商経論叢j
41(2)， 38-39頁.
(13)宮島喬 (2006b)r移民社会フランスの危機j
岩波書庖， 12-13頁.
(14) Gasparde， Francoise， 1984， LA FIN DES 
IMMIGRES， Editions du Seuil. (=林信弘監訳
(1989) r外国人労働者のフランスj法律文化社，
27頁). 
(15)既に掴内に居住していた移民たちの家族の合
流は可能とされており，この通達が「次いつフ
ランスに入国できるか分からないjという危機
感となって移民に影響したことで，単身で入居
していた人々が出身屈にいる家族をフランスへ
と呼び寄せ，結果的に定住化傾向を強めること
となる。労働政策研究・研修機構 (2006)r労働
政策研究報告書 No.59 欧州における外国人労
働者受入れ制度と社会統合一独・仏-英・伊-
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檎 5カ国比較調査-J， 74頁。
http://www.jil.go.jp/institute/reports/2006/do 
cuments/059_00.pdf‘ (2013年1月25B取得)
(16) i志願者全員に 1万フラン(約20万円)の奨
励金を支給し，移民たちに本国への帰国を促す
ものであったが，効果は見られなかったん参
照:労働政策研究・研修機構「外国人労働者受
入政策j，
http://www.jil.go.jp/foreign/labor_system/200 
4_11/france_01.htm (2013年12月12日最終アク
セス). 
(17)労働政策研究・研修機構前掲書， 75頁。
(18)例えば，アジアからの移民は1962年には
2.4%であったのが， 2009年には14.2%にまで増
力Eしている。
INSEE， exPloitαt切れ principale.(SouτC巳:Ins伐
recensement 2009)， http:/八九rww.insee.fr/fr / 
themes/tableau.asp?reg_id二 O&ref_id二 immlgre
spaysnais (20l3年1月16日最終アクセス). 
(19)池田市]掲書， 97-146頁。
(20)向上， 98真。
(21)前平前掲論文， 55頁。
(22)旧ユーゴスラピアj拝イ本{麦はクロアチアとセル
ピアが対象となり 9カ屈となったものの，協定
締結!~は 1981年以降現在まで変わっていない。
(23) Eduscol (Ministere de l'Education nationale)， 
Enseignements de langue et de culture d'oγigine， 
http://eduscol.education.fr /pid24109-cid52131/ 
enseignemen ts-de-l angue-et -de句culture山d-
origine.html (2013年10月17臼最終アクセス). 
(24) 日本の文部科学省に相当する国民教育省は，
教育課程の基準の設定，学位・資格の交付条件
の設定，教員の任用など広範な領域にわたって
権限を有している。一方，学校の建設・修理な
どの条件整備が地方の権限となっており，地方
における行政事務の大半は国の出先機関が担当
している。フランスの教育行政については以下
を参照した。松原勝敏 (2009)i教育行財政制
度j，フランス教育学会編 fフランス教育の伝統
と革新j大学教育出版， 194-202頁.
(25) Eduscol (Minist色rede l'Education nationale)， 
Enseignemeれtsde langue et de cultuγe d'oγigine， 
http://eduscol.education.fr /pid24109-cid52131/ 
enseignemen ts-de-langue-et-de-c ul ture-d-
origine.html (2012年7月24B最終更新， 2013年
10月17B最終アクセス). 
(26) Haut Conseilさl'integration，2010， Les defis de 
れれtegrationa l'ecole et Recommω1dations du Rαut 
Conseil a l'int勾γαtionau Premier mi;γlIstreγelatives 
a l'eゆγesioηγeligieusedα:ns les espαces publics de la 
Republique (Source DGESCO A1-1). 
(27)これは通達とは性質が異なるが， ELCO政策
に大きな影響を与えたと考えられるため，分析
の対象とすることにした。
(28) i業務通達jは「通達jの下位に位置づく。
(29) LanJ包，Jack，Discours d'ouvertuγe dans les Jouγ悦es
nationales d'etudes et deγefkχion sur la scola:γisation 
des eleves nouve!l.ement m'γi詑sen France， m;訂正i29 
mai 2001. 
(30)注(32)を参照。
(31)例えばユーゴスラピアを対象とした ELCO
に関する通達を，ポルトガルを対象とした1973
年通達と比較してみよう。全体としての内容は
あまり変わらないが，以下の点において多少の
違いが見られる。本通達は「母語への理解は，
その上，生まれた場所とのつながりの維持を可
能にするJとしている。「母語の習熟Jの必要性
を，ポルトガル ELCOでは「親とのコミュニケ
ーションjを目的としていたのに対し，ユーゴ
スラピア ELCOでは「生まれた場所j，すなわ
ち出身国とのつながりへとその対象を拡大して
いる。このことから，家庭における親とのコミ
ュニケーションのみではなく，出身国にいる親
族の人びととの関係 あるいは移民の子どもが
将来出身国へと帰屈するかもしれない可能性を
配慮していることが分かる。
(32) i三区分教授法jとは，フランス独自のカリ
キュラムであり， 1969年から1985年まで行われ
ていた。フランス教育を伝統的に象徴してきた
知の獲得，すなわち知識に信重した主知主義的
教育による子どもの疲労は，当時の教育界の主
要な課題のひとつであった。「三区分教授法jの
策定背景には，この「知育偏重による子どもの
心身の虐待j(吉田正晴 1988)への懸念がある。
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子どもの学業による疲労を軽減することを呂的
とした「三区分教授法jでは，科目が①基礎科
目一読み・書き・算数，②めざまし科目一子ど
もの興味や好奇心に藍接訴える方が効果的であ
る諸科目，①体育・スポーツ，の3つに区分さ
れ，子どもへの効果や負担を考意し①は午前中
に，②③は午後に行われることとなっていた。
以上の「三区分教授法jについては以下を参照
した。吉田正晴(1988年)I教授法・学習指導法
の革新j，原田種雄ほか編 f現代フランスの教育』
早稲田大学出版部， 239-254頁.
(33)本通達は，前平(1985)や池田 (2001) も分
析している。前平は本通達をフランス教育政策
史上における異文化問教育の萌芽として位置づ
けている(前平前掲論文， 53-76頁)。また池田
は，本通達を1970年代の移民教育の総括として
位置づけ，詳しく分析している。そこでは，
I(適応を重視したフランス語教育か，帰留の際
の再適応、の促進としての出身言語・文化教育か
という〕二者択一に対して， もう一つの道を用
意するのが異文化問教育といえるであろう。 78
年の通達の示した異文化問教育が意味をもって
くるのはこの点においてであるjとしなカfらも，
「確かに，異文化問教育の視点が示されてはいる
が，フランス人の自民族中心主義に対し，その
態度を変容させていくというところまではまだ
到達していない」としている(池田前掲書， 74-
83頁)。
(34)前平 (1985)は本通達を「これは，現時点に
おいて移民労働者の子どもの学校教育の問題に
関する，最も積極的な宣言を表明しているjと
評価している。前平前掲論文， 71頁。
(35) I異文化問活動Jの有効性は子どものみにと
どまらない。この活動は「外国籍の親たちを学
校生活に参加させること，および彼らを学校か
ら遠ざけている遠慮や偏見を克服するための助
けとなるjという点で，移民の親にとっても有
益であることが主張されている。
(36)この点については，それまでの通達でELCO
政策に関する整備が一定程度達成されたことの
結果である可能性も考えられる。いずれにせよ，
この期間の ELCO政策の検討は別稿で行うこと
とする。
(37) しかし，これは批判も見られる ELCOを，
外国語教育へと統合することによって都合よく
廃止するためのレトリックであった可能性も否
定できない。この点については別稿で検討する。
(38) 3月20日付 1102002-063通達「初等および中
等段階の外国籍の児童・生徒の登録方法と学校
教育j，4月25B付 1102002-101通達 f旅行者と
定住しない家庭の子どもの学校教育j，4月2513
付 1102002-102通達 「ニューカマーと旅行者の
子どものための大学区センター (CASNAV)の
使命と組織j
(39)先行研究によれば，すでに1992年から一部の
地域でイタリアおよびポルトガルの 2つの
ELCOを外国語教育において提供する動きがあ
ったことカヰ旨掠iされている。 Bouysse，o戸I.cit.，p. 
93. 
(40)母語以外に二言語の習得を推進する複言語主
義の実現性を求め，より円滑な推進を目的とし
て2001年に発表されたのが f参照枠jである。
その毘的は， Iヨーロッパ言語教育のシラパス，
カリキュラムのガイドライン，試験，教科書，
等々の向上のために一般的基盤を与えることj
であり，言語学習者が言語をコミュニケーショ
ンの手段として使用するためには何を学ぶ必要
があるか，効果的に行動できるようになるため
にはどんな知識と技能を身につければよいか，
などが総合的に記述されている。その中で具体
的に示されたのは 6段階の評価基準である。ま
ず全体はA・B.Cの3つのレベルに分けられ，
それぞれ， A基本レベルの言語使用者， B自立
レベルの言語使用者， C熟練レベルの言語使用
者，と定義されている。そして 3つのそれぞれ
がA1A2，B1B2， C1C2，として細分化さ
れ，計6段賠となっている。この基準が，フラ
ンスの学習指導要領においても基準として設定
されることとなった。以上の『参照枠jについ
ては，以下を参照した。
Johl1 Trim， Brial1 North， Dal1iel Coste， 2001， 
Common European Frαmewoγk 10γReleγeγzce 01 
Laγzguαges: Lea:γ切れg，teαchi;昭，部sessment.，もほとτil1g
Committee for Educatiol1 Lal1guage Policy 
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Division Council of Europe/Strasbourg. (=古
島茂・大橋理恵訳編 (2004年)r外国語教育日一
外国語の学習，教授，評価のためのヨーロッパ
共通参照枠-J朝日出版社.) 
(41)小山 (20l3b) は，外i主i語教育への統合には
各国ごとに差があることを明らかにしている
(小山前掲論文， 61貰)。
(42)出身密閉j移民数の上位10カ国は， 1位アルジ
エリア 2位モ口、ノコ 3位ポルトガル 4位
イタリア 5位スペイン 61立トルコ 71立チ
ュニジア 8位イギリス 9位ドイツ 10位ベ
ルギーとなっている (2009年)0 INSEE， ex戸ozta-
tion princψale. (Source Insee recensement 
2009)， 
http://www.insee.fr/fr /themes/tableau.asp?re 
g_id=コO&ref_id=immigrモspaysnais(2013.1:J三12
月18日最終アクセス).
(43) Haut Conseil a l'Integration， 0戸'.cit.， pp. 138 
139. 
(44) CASNAV de NancyωMetz， Enseignement des 
ん2ngueset cultures d'origine -Sommaire， 
http://www.ac-nancy-metz.fr/casnav / elco/ 
elco_presentation.htm (20l3.1:J三12月18El最終ア
クセス) • 
(45) 1990年に国連において採択され， 2003年に発
効した「すべての移住労働者及びその家族の権
利保護に関する条約Jの第45条では，以下のよ
うに規定している。 I(前略) 2就業国は適切な
場合は出身医と協力して，移住労働者の子ども
が地域の学校に入学し，とくに地域の言語を学
ぶことを容易にする政策を遂行することとする。
3就業国は，移住労働者の子どもに対する母語
及び出身!習の文化の教育を促進するよう努力し，
出身屈は適切な場合いつでもこれに協力するも
のとする。 4就業医iは，必要なときは出身匿の
協力を得て，移住労働者の子ども向けに，母語
による特別教育課程を設けることができる。J
(訳は，以下を参照した。難民・外国人労働者問
題キリスト者連絡会(1993)r移住労働者の権利
を宣言する!-移住労働者の権利条約 条文・
解説明石書応， 15-16頁.)。本条約の批准
留の中心は移民送り出し国であり，フランスを
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含め，いわゆる「先進国jの批准が見られない
点での限界はある。しかし，国捺条約として発
効された以上，その重要性は認められていると
いってよいだろう。
The Transition of 'Education of Original Language and Cultmぜ Policyin France: 
Through the Analysis of Notifications by Ministry of National Education 
Megumi SHlMANOUCHI 
The purpose of this paper is to c1arify the transition of 'Education of originallanguage and culture (ELCO) ， 
that is one of the immigrant policies of France， through the analysis of notifications by the Ministry of National 
Education. 
Migration by b01・dercrossing has become a normal phenomenon. Many countries are faced with issues of 
immigrant children's education. Imr江m出n由1甘i屯g忠ra紅ntchildr児enぜ凶l'内，包seducation poli比C1吟eshave been impler臼mτηlent臼eds凱incethe児 1悶97苅O's
i出nF日ran
according ‘ to a convention of bilateral cooperation signed by France and nine emigrant countries. Costs for 
assignment， dispatch， and salaries for teachers hired for ELCO are paid by the signatory emigrant countries. 
Teachers primarily instruct immigrant children in originallanguages and culture. 
This paper clarifies the transition of ELCO policy which has been implemented since 1973 through the 
analysis of nine notifications and a statement by the Ministrγof National Education of France. ELCO was 
initiated and the implementation environment was refined and reinforced in what is termed the first period 
(1973~ 1983) by the nine signatory countries. In 1978， ELCO was considered a part of intercultural education; 
however， the government strengthened the management and regulation of ELCO in 1983. Then a second period 
(2001 ~2009) emerged in which the government of France integrated ELCO with foreign language education. 
Now， itis said that ELCO policy is in another period of transition from immigrant education to foreign language 
education 
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